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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 当社は連結財務諸表は作成いたしておりませんので、「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推

移」については、記載いたしておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載いたしておりません。 

４ 第44期の１株当たり配当額17円には、一部上場記念配当２円を含んでおります。 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 46,103,702 49,403,051 52,180,461 54,601,453 57,477,519 

経常利益 （千円） 933,326 1,217,710 1,250,734 1,329,721 850,478 

当期純利益 （千円） 369,540 549,888 485,140 759,792 383,682 

持分法を適用した場合

の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,305,700 1,305,700 1,305,700 1,305,700 1,305,700 

発行済株式総数 （株） 9,255,000 9,255,000 9,255,000 9,255,000 9,255,000 

純資産額 （千円） 8,213,237 8,667,496 9,021,179 9,657,632 9,855,687 

総資産額 （千円） 16,643,933 18,590,729 18,899,891 20,241,156 20,880,968 

１株当たり純資産額   887円15銭 935円85銭 973円87銭 1,042円35銭 1,065円18銭 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間 

  配当額） 

  
15円00銭 

（７円00銭）

17円00銭 

（７円00銭）

15円00銭 

（７円00銭）

18円00銭 

（ 9円00銭）

18円00銭 

（ 9円00銭）

１株当たり当期純利益   39円50銭 58円58銭 51円35銭 80円70銭 41円47銭 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
  － － － － － 

自己資本比率 （％） 49.3 46.6 47.7 47.7 47.2 

自己資本利益率 （％） 4.6 6.5 5.5 8.1 3.9 

株価収益率 （倍） 15.9 17.0 17.2 14.1 22.9 

配当性向 （％） 38.0 29.0 29.2 22.3 43.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 553,246 1,564,315 687,191 1,099,819 △19,203 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △486,713 106,307 △732,003 △349,544 △792,178 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △138,603 △138,564 △156,998 △156,894 △167,332 

現金及び現金同等物の

期末残高 
（千円） 2,907,797 4,439,855 4,238,045 4,831,425 3,852,710 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（名） 600（108） 591（94） 591（93） 604（101） 636（108） 



２【沿革】 

 当社は、昭和22年10月、故尾家百彦が、大阪市内に尾家商店（個人商店）を創業し、レストラン・ホテル・喫茶

店・食堂等への食品材料の販売を開始いたしました。以来、取扱商品の拡大と各地に営業拠点を設置し、数少ない全

国的な業務用食品卸売業としての基盤を確立いたしました。 

 当社の現在までの沿革は次のとおりであります。 

年月 沿革 

昭和36年２月 株式会社尾家商店を資本金500万円で設立 

昭和39年４月 神戸市に神戸営業所（現神戸支店）を開設 

昭和41年６月 自社ブランド「サンホーム」商品を開発、販売開始 

昭和41年11月 関東地区進出の基盤として、東京都中野区に東京営業所を開設 

昭和43年11月 本社を現在地（大阪市北区豊崎）に新築移転し、社名を尾家産業株式会社に改称 

昭和46年８月 九州地区の基盤を確立するため、福岡市に福岡営業所（現福岡支店）を開設 

昭和50年８月 北海道地区進出の基盤として、札幌市に札幌営業所を開設 

昭和50年12月 中国地区の基盤を確立するため、広島市に広島営業所（現広島支店）を開設 

昭和51年９月 東海地区の基盤を確立するため、名古屋市に名古屋営業所（現名古屋支店）を開設 

昭和53年３月 東北地区の基盤を確立するため、仙台市に仙台営業所（現仙台支店）を開設 

昭和54年７月 米穀の取扱業務を開始 

平成２年６月 従業員持株会を発足 

平成３年５月 自社配送車ボディマーク“スマイル坊や”を採用 

平成５年３月 適格退職年金制度導入 

平成５年４月 関東地区の基盤を拡大するため、東京都大田区東京流通センター内に東京支店を開設 

平成５年５月 温度帯別商品管理を一層徹底するため、三温度（常温・冷蔵・冷凍）分離式配送車の導入 

平成７年８月 サンプラザ姫路店（業務用食品現金卸店舗）を兵庫県姫路市に開設 

平成７年10月 鹿児島県鹿児島市の株式会社マルモと提携し株式会社マルモ・オイエを設立 

平成７年12月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

平成９年２月 本社・大阪支店新社屋完成 

平成９年４月 サンプラザ本店（業務用食品現金卸店舗）を大阪市北区に開設 

平成９年６月 首都圏地区（東京都大田区）に東京営業部（現東京広域営業部）を開設 

平成９年６月 サンプラザ堺店（業務用食品現金卸店舗）を大阪府堺市に開設 

平成９年９月 広島支店新社屋完成 

平成11年12月 新情報システム（SMILE：STRATEGIC MANAGEMENT INFORMATION LEADING SYSTEM）導入 

平成12年３月 サンプラザ城東店（業務用食品現金卸店舗）を大阪市城東区に開設 

平成12年12月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成13年３月 関西地区の一括物流の拠点として、大阪物流センターを大阪府貝塚市に開設と同時に 

商品の温度管理、品質管理をより一層徹底するため、ドックシェルター方式を導入 

平成13年４月 サンプラザ京都店（業務用食品現金卸店舗）を京都市伏見区に開設 

平成14年３月 阪南支店、大阪物流センターにてISO14001の認証を取得（随時拡大取得推進） 

平成14年７月 サンプラザ和歌山店（業務用食品現金卸店舗）を和歌山市に開設 

平成14年９月 サンプラザ布施店（業務用食品現金卸店舗）を大阪府東大阪市に開設 

 平成14年10月  長崎営業所を長崎県西彼杵郡に開設 

平成16年３月 東京・大阪証券取引所市場第一部銘柄指定 

平成16年３月 足立営業所、中野営業所を統合し、東京支店を移転拡張 

平成16年７月 長岡営業所を新築移転 

平成16年11月 福岡支店を新築移転 

平成16年12月 高崎営業所を高崎市に開設 

平成17年９月 岐阜営業所を新築移転  

 平成18年３月  千葉営業所を新築移転 

 平成18年５月  ISO14001の認証をサンプラザ店舗を除く全事業所で取得 

 平成19年３月  北九州営業所を新築移転 

 平成19年３月  サンプラザ堺店、サンプラザ京都店、サンプラザ和歌山店（業務用食品現金卸店舗）を閉鎖 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社は、当社と非連結子会社１社で構成されており、（他には親会社、子会社を含めた関係会

社は有しておりません。）業務用食品を中心として幅広い食材を取り揃え、主に外食産業のユーザーに販売する事業

を営んでおります。 

 当社と非連結子会社の株式会社マルモ・オイエとの位置付けは、当社の全国事業所展開方針のうち、九州地区の鹿

児島、宮崎、沖縄の３県を株式会社マルモ・オイエの担当地域とし、その他の地区を当社が担当するというもので

す。 

 また、当社は株式会社マルモ・オイエに対して、当社プライベート商品の製造を一部委託しております。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

 上記のとおり、当社は非連結子会社１社を有するのみであり、記載する事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 当社は労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移いたしております。 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 636(108) 35.4 10.8 4,725,536 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期におけるわが国経済は、好況基調にあると言われながらも、原油価格が高止まり、国際商品の需給関係に由

来する輸入価格の高騰があり、また、将来の雇用関係の安定が見通せず、必ずしも透明感のある展望が開けてきた

とは言えません。外食産業においても、オーバーサプライやオーバーストア等の理由から、競争の激化を余儀なく

された状況が続き、消費の低迷と低価格化での体力消耗戦を強いられた結果、業績の二極化が更に一段と進み、引

き続きローコスト・オペレーションが要請された1年でした。 

 当社の営業活動の大きな柱である春と秋の「食材提案会」では、提案会のテーマに則り、メニュー提案、新商品

案内、ヘルスケアコーナー、当社社員が運営する「ヘルシーＸプロジェクト」からの外食・給食・中食へのヘルシ

ーで美味しいメニューを提案しました。また、「食材提案会」を業界でも早めの時期に実施し、お客様のメニュー

作りのお役にたてて頂いており、大盛況でした。 

提案会は「地元密着型営業」「提案型営業」の柱に育っています。 

提案会でも、試食用割り箸を廃止し、環境に配慮した食育活動の一環として「マイ箸運動」を導入し、多くのお客

様、仕入先様から共感をいただきました。 

 商品政策では、基本方針「安全・安心・健康・環境」及び開発方針「特（付加価値商品）と得（価格対応品）」

の深耕に努めました。 

具体的には当社サンホーム商品の商品企画書の中身を充実し、安全で安心な原料の使用、アレルゲンの表示など、

お客様のニーズへの対応を強化しております。 

環境配慮では缶の廃棄問題の解消を目指し、ビーフカレーを缶からレトルトに容器を変え、お客様から当社の姿勢

を評価されています。今後とも、環境視点の商品開発・改良を進めていきます。 

「付加価値商品」の新商品では、化学調味料不使用の「燦宝夢ちらしずしの素」は、外食および老人福祉施設・病

院などに多く受け入れられています。 

「ＳＰキャノーラ油」は悪玉コレステロールを低減させるオレイン酸を豊富に含んでいます。「燦宝夢 蜂蜜梅酒

紀州のめぐみ」は紀州南高梅、水は紀州熊野の「富田の名水」さらにローヤルゼリー入りと原材料にこだわった商

品を発売しました。 

「価格対応商品」では「尾付きのばしえび バナメイ種」は、安定した供給及び価格がお客様に高く評価されヒッ

ト商品になりました。 

「サンホーム 大焼売」も差別化された商品企画で多くのお客様の支持を獲得しました。 

当期は、開発体制の整備・情報整備に力点をおき、来期の商品開発の道筋をつけました。  

 営業基盤の拡充として、2007年３月に北九州営業所を新築移転いたしました。計画していた新規事業所の開設に

ついては、実現に至りませんでした。一方、既存事業の見直しとして、キャッシュ・アンド・キャリーの現金卸の

３店舗、京都店・堺店・和歌山店を当３月末に閉鎖しました。当該店舗の近隣の競争激化から、それらの経済圏の

マーケットを慎重に再調査の結果、将来相応の収益確保が期待できないと判断し決定したものです。 

 以上の結果、当期の業績につきましては、売上高574億77百万円（前期比105.3％、28億76百万円増）、営業利益

8億42百万円（前期比68.1％、3億93百万円減）、経常利益8億50百万円（前期比64.0％、4億79百万円減）、当期純

利益3億83百万円（前期比50.5％、3億76百万円減）と、増収減益となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当期末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、38億52百万円（前年同期比79.7％）となり、

前期末より9億78百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期の営業活動による資金収支は、前年同期と比較して11億19百万円減少し、19百万円の支出となりました。

 これは、税引前当期純利益が減少（前年同期と比較して6億18百万円減少）したこと及び当期末日が金融機関

休業日のため売掛債権が増加（前年同期と比較して6億16百万円の増加）したことが主たる要因であります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期の投資活動による資金収支は、前年同期と比較して4億42百万円減少し、7億92百万円の支出となりまし

た。 

 これは、運用対象としての投資有価証券の取得による支出（前年同期と比較して4億30百万円増加）があった

ことや長期性定期預金の預入による支出（前年同期と比較して5億円増加）があったことなどが主たる要因であ

ります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期の財務活動による資金収支は、前年同期と比較して10百万円減少し、1億67百万円の支出となりました。 

 これは、配当金の支払額が増配により増加（前年同期と比較して10百万円の増加）したことが主たる要因であ

ります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）地域別売上高 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品別売上高 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）仕入実績 

商品別仕入高 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

地域別 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 前期比（％） 

東北・北海道地区 1,873,103 0.9 

関東・甲信越地区 17,224,401 7.4 

東海地区 5,664,488 △0.2 

近畿地区 21,452,002 6.2 

中国・四国地区 7,207,221 6.8 

九州地区 4,056,301 △0.8 

合計 57,477,519 5.3 

商品別 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 前期比（％） 

常温食品 24,715,333 3.7 

冷蔵食品 5,902,941 5.5 

冷凍食品 25,002,721 7.3 

酒類 701,225 1.9 

非食品 1,155,298 △2.5 

合計 57,477,519 5.3 

商品別 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 前期比（％） 

常温食品 20,799,654 4.4 

冷蔵食品 4,876,267 6.0 

冷凍食品 20,790,065 8.3 

酒類 575,370 2.7 

非食品 906,209 △0.8 

合計 47,947,567 6.1 



３【対処すべき課題】 

① ロ－コスト・オペレーションの実践 

景気動向に揺るがされることなく、継続的に収益を確保できる体質を強化するため、ローコスト・オペレーショ

ンを目指し、より慎重に費用対効果を検証し、実効性のある予算実績管理機能を発揮していきます。  

② 利益の確保  

当期の営業利益の減少を真摯に受け止め、売上総利益率の低下への対処としては、仕入先の選択と集中、仕入価

格の見直しを行い、さらには、国際商品の価格変動への対処としては、信頼のおける仕入先との関係を強化し、

そのリスクを回避していきます。また、販売価格の見直しを行い、自社ブランド商品の開発と販売に努力してい

きます。 

目標とする経営指標の自己資本当期純利益率（ROE)は、18年3月期は、8.1％となり、8％台を達成しましたが、

19年3月期は3.9％となりました。その中期的な目標数値である8％台の回復を目指すべく、利益確保の体制整備

を行ってまいります。 

③ 物流体制の整備 

物流費の削減への対処としては、物流機能の強化を目指し、設置した物流部のもと、事業所倉庫内のＩＴ活用に

よる効率化、配送効率の改善、運行燃費の改善を進めていきます。 

④ 環境問題取組と組織運営への対処 

地球環境保護の観点から全事業所でのISO14001認証取得を目指し、平成13年から5年かけて、平成18年5月、本社

及び卸売部門の全事業所45サイトでの認証取得を果し、全社的なISO活動を展開できる体制が整いました。 

この間、社員の環境問題への取組に対する意識が高まり、省エネルギーの推進のみならず商品管理に対する視

点、廃棄物の削減意識も高まり、法令遵守・組織運営の重大さを認識させることができました。 

今後、ISOで習得したPDCAサイクルを本社と全事業所でのマネジメントにも活用し継続的改善を進めることによ

り、会社全体の業務にPDCAを更に浸透させて、計画段階の精度を上げて、確実な改善に結び付けていきます。 

現在、進めている内部統制監査制度の構築に当っても、ISOで培った文書化と管理手法を会社運営に生かせる好

機と捉え、緊張感のある組織運営を行います。 

４【事業等のリスク】 

  有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

① 当社の事業内容及び業績の変動要因について 

 当社は、全国を商圏として外食産業等に対する食品材料の卸売業を営んでおります。業種柄、当社の取扱品目は

多岐にわたっており特定品目または特定取引先に依存している事実はありませんが、景気動向、個人消費動向の変

化による外食産業界の業況等により当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

 また、当社の主要取扱品目である食品材料の一部においては、大幅な為替変動等により仕入価格が変動する場合

があり、当該仕入価格の上昇を販売価格へ転嫁できない場合には、利益率が低下する等当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 当社は、これらに対応するべく全社を挙げて自社ブランド商品の売上拡大、中食・給食分野への取組を強化して

おりますが、当社への投資に当たりましては、今後とも外食産業の低迷や競争激化、為替変動により当社の業績が

変動する可能性があることについて留意する必要があります。 

② 食品衛生について 

 当社が取扱う「食」に関する商品については、その性格上、品質管理、食品衛生管理には、細心の体制確立が求

められます。当社におきましても、商品の配送・納品については、３温度帯の冷凍車を全事業所にて配置するな

ど、品質劣化のないよう対応しており、また、製造委託工場の品質管理体制については、現地を視察し、改善すべ

き点については改善してもらう等の協議体制を整えており、品質管理、食品衛生管理には、万全の注意を払ってお

ります。 

 当社では、過去において食品の安全・衛生管理上の重大な問題が発生した事例はありませんが、当社が管理し取

扱う食品において、今後何らかの問題が発生した場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものです。 

 (1）重要な会計方針及び見積り 

  当社の財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されています。 

 (2）当事業年度の経営成績の分析 

 ①財政状態の分析 

（資産） 

 当事業年度末の総資産額は208億80百万円となり、前事業年度末の総資産額202億41百万円から6億39百万円増

加しました。 

 総資産の増加原因を資金の運用面から分析しますと、以下のようになります。 

 当期は、手元資金を安全かつ有利な資金運用対象として長期性定期預金に５億円投資したことなどを理由とし

て、現金預金が9億78百万円減少しましたが、売上高が伸長したことに加え、当期末日が金融機関休業日であっ

たため、売掛金が9億73百万円増加しました。 

（負債・純資産） 

 当事業年度末の負債額は110億25百万円となり、前事業年度末の負債額105億83百万円から4億41百万円増加し

ました。一方、当事業年度末の純資産額は98億55百万円となり、前事業年度末の資本合計96億57百万円から1億

98百万円増加しました。 

 負債及び純資産の増加原因を資金の調達面から分析しますと、以下のようになります。 

 税引前当期純利益が6億18百万円減少したことを理由として、未払法人税等が3億33百万円減少しましたが、売

上高が伸長したため、買掛金が7億12百万円増加し、内部留保が2億4百万円増加しました。 

 以上の結果、負債及び純資産が6億39百万円増加し、運用に見合う調達となっています。 

 ②経営成績の分析 

  売上面では当初予想を下回りましたが、現在の外食市場における消費低迷、値上げラッシュ、競争激化の中に

ありまして、当社の適切できめ細かい対応力が高く評価され、その成果があがっています。 

 売上総利益につきましては、国際的な食糧事情の変化により、輸入品の量的制約と原油高、円安による価格高

騰が続いており、商品コストが常に上昇しています。 

売価改定や代替品の紹介の遅れが、売上総利益率を低下させました。 

 経費面では、物流の効率化を検討する中で、外部委託のウェイトを徐々にあげており、また、がんばる社員に

報いるため給与水準を引き上げましたので、販売費および一般管理費が前期に比べて、売上高比で0.4％増加し

ました。 

 従いまして、営業利益率は、売上総利益率が0.4％低下し、販売費及び一般管理費が0.4％増加しましたので、

前期比0.8％の低下となりました。 

 営業外収支については、有価証券利息30百万円、賃貸料33百万円があったものの、他社株転換条項付債券の評

価損92百万円を計上いたしました。結果、営業外収支は8百万円になり、経常利益率の低下の一因となっており

ます。 

 特別損失については、現金卸店舗の京都店・堺店・和歌山店の3店舗閉鎖損125百万円が主たる要因です。 

 （3） 経営戦略の現状と今後の方針 

 次期の見通しにつきましては、厳しい状況が続くものと予想されますが、一部には、回復の兆しもあり、優良

顧客とのパートナーシップの確立と将来にわたり共存共栄できる顧客との信頼関係の確立を目指していきます。

 当社としては、引き続き、社会的責任を果すべく企業倫理、法令遵守に特に留意し、コーポレート・ガバナン

スに真剣に取り組んでいきます。また、中期経営計画に基づき、会社の収益基盤の拡大と強化及び人材の育成を

重点課題とし、企業の安定成長を目指します。当期の「社内構造改革の推進」「組織的営業の確立」「自己進

化」を受け継ぎ、次期の基本方針は、「利益確保」「行動力アップ」「自己改革」を掲げました。 

東京・大阪両広域営業部の一元化を実践するため、次期は、執行役員を配置し営業を統括する体制を整備し行動

力アップを実践していきます。 

 さらには、「中長期的な会社の経営戦略」と「会社の対処すべき課題」に果敢に取り組んでいきます。商品開

発はもとより、情報システムと物流機能の強化を図り、営業との連携を強化し、さらに磐石な営業体制と管理体

制作りを目指します。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当期中における設備投資額は80百万円であり、主なものは北九州営業所の新築移転であります。 

 なお、当期中における設備の売却は旧中野営業所85百万円であります。また当期中の撤去等は閉鎖したキャッシ

ュ・アンド・キャリー（業務用食品現金卸店舗）の京都店３百万円、堺店６百万円、和歌山店５百万円であります。

２【主要な設備の状況】 

事務所名 
（所在地） 

面積(㎡) 投下資本（千円） 
従業 
員数 
（人）土地 土地 建物 

建物 
附属設備 

構築物 機械装置 
車両 

運搬具 
器具備品 計 

東日本地区                     

仙台支店 

（仙台市若林区） 
－ － 123 16,406 － － － 679 17,209 11 

東京広域営業部 

（東京都大田区） 
－ － 10,870 38,113 － － 41 1,915 50,941 20 

東京支店 

（東京都大田区） 
－ － 9,627 38,262 － － － 1,525 49,415 40 

その他の事業所 

（11事業所） 
－ － 8,681 74,696 284 4,101 92 12,237 100,093 94 

営業設備小計 － － 29,302 167,478 284 4,101 133 16,359 217,659 165 

中日本東部地区                     

名古屋支店 

（名古屋市守山区） 
－ － － 4,195 － － 460 210 4,865 21 

京都支店 

（京都市伏見区） 
－ － 121 14,791 － － － 876 15,789 25 

その他の事業所 

（７事業所） 
－ － 700 40,996 1,035 2,319 － 10,061 55,114 58 

営業設備小計 － － 822 59,983 1,035 2,319 460 11,148 75,769 104 

中日本西部地区                     

本社・大阪支店 

（大阪市北区） 
1,660 635,461 422,985 51,186 4,723 7,629 65 10,630 1,132,681 69 

阪南支店・ 

大阪物流センター 

（大阪府貝塚市） 

6,611 640,220 224,157 70,228 16,008 2,326 － 2,065 955,007 30 

神戸支店 

（神戸市東灘区） 
1,614 213,868 108,773 32,173 5,599 21,846 － 839 383,100 20 

神姫支店 

（兵庫県加古郡 

 稲美町） 

－ － － 6,323 － － 374 377 7,075 19 

その他の事業所 

（５事業所） 
－ － 4,601 34,373 352 5,445 － 2,258 47,030 76 

営業設備小計 9,885 1,489,550 760,518 194,285 26,683 37,247 439 16,170 2,524,895 214 

西日本地区                     

広島支店 

（広島市東区） 
1,328 250,880 113,052 23,494 2,336 433 － 1,107 391,305 19 

福岡支店 

（福岡市博多区） 
－ － － 22,781 － 3,068 25 2,262 28,137 20 

その他の事業所 

（９事業所） 
4,793 174,678 97,585 109,351 9,809 5,426 50 6,023 402,925 98 

営業設備小計 6,121 425,558 210,637 155,628 12,146 8,928 75 9,394 822,368 137 

新規事業部 

その他の店舗 

（４店舗） 

850 114,000 32,376 30,217 1,854 － － 8,086 186,535 16 

営業設備小計 850 114,000 32,376 30,217 1,854 － － 8,086 186,535 16 

営業設備合計 16,858 2,029,108 1,033,656 607,594 42,005 52,597 1,108 61,157 3,827,228 636 

 



 （注）１ 千円未満を切り捨てて表示いたしております。 

２ 投下資本の金額は帳簿価額であります。 

３ その他の設備のその他の主要なものは、遊休土地であります。 

４ 上記の他、リース契約による賃借設備のうち主なものは次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 第48期における主な設備計画は次のとおりであります。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事務所名 
（所在地） 

面積(㎡) 投下資本（千円） 
従業 
員数 
（人）土地 土地 建物 

建物 
附属設備 

構築物 機械装置 
車両 
運搬具 

器具備品 計 

その他の設備                     

社員寮 

（大阪社宅ほか） 
682 130,134 126,836 1,230 18 － － 57 258,277 － 

その他 

（広島県ほか３件） 
3,639 67,007 － － － － － － 67,007 － 

その他の設備計 4,321 197,141 126,836 1,230 18 － － 57 325,284 － 

合計 21,179 2,226,250 1,160,493 608,824 42,024 52,597 1,108 61,214 4,152,513 636 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

車両運搬具    296台 ４～５年 152,864 390,567 

器具備品  52セット ４～６年 57,746 81,375 

事業所名 設備の内容 
予算金額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

今後の所要額 
（千円） 

着手年月 完成予定年月 

鹿児島支店  
営業設備の 

新設  
85,000 － 85,000 平成19年４月  平成19年６月  

南大阪営業所 
営業設備の 

増築  
50,000 － 50,000 平成19年７月  平成19年９月  

北関東営業所 

(仮称）  

営業設備の 

新設  
50,000 － 50,000 未定  未定  

沖縄営業所  
営業設備の 

新設  
50,000 － 50,000 未定  未定  

北大阪営業所 
営業設備の 

新築移転  
50,000 － 50,000 未定  未定  

横浜営業所  
営業設備の 

新築移転  
50,000 － 50,000 未定  未定 

合計 335,000 － 335,000     



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成12年12月15日付で一般募集による新株式を発行いたしました。 

発行価格は一株につき646円、資本組入額は323円であります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式2,300株は、「個人その他」に23単元、「単元未満株式の状況」に94株含まれております。 

 なお、期末現在の実質的な所有株式数は、2,394株であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 22,800,000 

計 22,800,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年６月22日） 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,255,000 9,255,000 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 9,255,000 9,255,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成12年12月15日 

（注） 
400,000 9,255,000 129,200 1,305,700 129,200 1,233,690 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
－ 34 19 182 24 1 2,865 3,125 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 9,762 359 28,842 1,458 1 52,032 92,454 9,600 

所有株式数 

の割合（％） 
－ 10.56 0.39 31.20 1.58  0.00 56.27 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サンホーム共栄会 大阪市北区豊崎６丁目11番27号 568 6.14 

尾家 亮 大阪府吹田市 562 6.08 

有限会社オイエコーポレーシ

ョン 
大阪府吹田市高野台５丁目４番８号 482 5.21 

尾家 美津子 大阪府吹田市 431 4.66 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 408 4.42 

尾家 スミ子 大阪府吹田市 373 4.04 

尾家興産株式会社 大阪府吹田市高野台５丁目４番８号 322 3.48 

尾家産業従業員持株会 大阪市北区豊崎６番11号27番 314 3.40 

尾家 美奈子 大阪府吹田市 244 2.64 

坪田 由季 神戸市東灘区 244 2.64 

計 － 3,954 42.73  

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    2,300 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式9,243,100 92,431 同上 

単元未満株式 普通株式    9,600 － 同上 

発行済株式総数           9,255,000 － － 

総株主の議決権 － 92,431 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

尾家産業株式会社 

大阪市北区豊崎六

丁目18番１号 
2,300  － 2,300 0.02 

計 － 2,300   － 2,300 0.02 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  

旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号に

該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 87 86,280 

当期間における取得自己株式 25 22,575 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
－ － － － 

保有自己株式数 2,394 － 2,419 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主への利益配分につきましては、財務体質の充実のため、また、競争力強化のための内部留保を確保

しつつ、安定的かつ継続して剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 剰余金の配当は、定款の定めにより、取締役会で期末配当と中間配当を決定いたします。  

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり18円の配当（うち中間配当金９円）を実

施いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は43.4％となっております。 

 内部留保資金につきましては、財務体質の充実を図りながら、経営体制の効率化、省力化のための投資等に積極

的に活用し、企業体質と競争力の更なる強化に取組んでまいります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、第43期は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、平成16年３月に東京

証券取引所、大阪証券取引所第一部指定となり、第44期の最高は東京証券取引所第一部におけるものでありま

す。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 

 平成18年11月２日 

 取締役会決議 
83,274 9 

平成19年５月９日 

 取締役会決議 
83,273 9 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 700 1,100 981 1,300 1,200 

最低（円） 510 582 730 786 896 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,029 964 998 994 1,017 995 

最低（円） 964 896 922 926 957 942 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

代表取締役 

会長 
－ 尾家 亮 昭和12年12月10日生

昭和41年９月 当社入社（前身㈱尾家商店） 

(注３) 562 

昭和41年11月 当社東京営業所長 

昭和43年８月 当社取締役就任 

昭和59年６月 当社専務取締役就任 

昭和61年10月 当社代表取締役社長就任 

平成16年６月 当社代表取締役会長就任（現

任） 

代表取締役 

社長 
－ 尾家 啓二 昭和23年10月23日生

昭和53年４月 当社入社 

(注３) 133 

昭和60年１月 当社総務部長 

昭和61年10月 当社取締役就任 

昭和63年７月 当社管理部統括兼経理部長兼シ

ステム部長 

平成４年10月 当社管理本部副本部長兼システ

ム部長 

平成７年11月 当社営業本部副本部長（東日本

地区担当）兼東京支店長 

平成９年３月 当社東日本統括兼足立支店長 

平成10年６月 当社常務取締役就任 

平成10年６月 当社管理本部長兼経理部長兼シ

ステム部長 

平成14年６月 当社営業本部長兼営業企画統括

兼商品部長兼マーケティング部

長 

平成16年６月 当社代表取締役社長就任 

当社営業本部長  

平成19年４月 当社代表取締役社長（現任） 

常務取締役 管理本部長 田仲 勇一郎 昭和23年５月14日生

平成14年３月 当社入社 

(注３) 5 

平成14年３月 当社管理本部副本部長 

平成14年６月 当社取締役就任 

平成14年６月 当社管理本部長兼経理部長兼シ

ステム部長兼総務部長兼受注セ

ンター長兼経営企画担当 

平成15年５月 当社管理本部長兼経理部長兼総

務部長兼経営企画担当 

平成15年12月 当社管理本部長兼経理部長兼経

営企画室長 

平成16年６月 当社常務取締役就任（現任） 

当社管理本部長兼経理部長（現

任） 

取締役  営業本部長 辻野 薫  昭和24年8月26日生 

平成15年７月 当社入社 

(注３) 1 

平成15年７月  当社執行役員 広域営業統括 

平成16年７月 当社執行役員 中日本西部統括

兼大阪物流センター長 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

平成19年４月 当社営業本部長就任（現任） 

取締役 新規事業部長 今吉 律男 昭和22年１月29日生

昭和40年４月 当社入社（前身㈱尾家商店） 

(注３) 45 

平成４年10月 当社経営企画室部長 

平成８年６月 当社取締役就任（現任） 

平成９年３月 当社営業企画統括兼新規事業部

長兼商品部長兼マーケティング

部長 

平成９年12月 当社東京営業部長 

平成11年７月 当社東日本統括 

平成11年10月 当社東日本統括兼横浜支店長兼

仙台支店長 

平成12年２月 当社東日本統括兼横浜支店長兼

仙台支店長兼東京営業部長兼長

岡営業所長兼足立営業所長兼千

葉営業所長兼厚木営業所長 

平成12年６月 当社営業副本部長 

平成15年７月 当社商品部長兼新規事業部長兼

マーケティング部長 

平成17年11月 当社新規事業部長（現任） 

 



 （注）１ 監査役 友添郁夫及び池永洋宣の両氏は、「会社法」第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 代表取締役会長 尾家亮は、代表取締役社長 尾家啓二の兄であります。 

３ 平成19年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４ 平成16年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（千株） 

取締役 東日本統括 松原 安男 昭和22年10月12日生

昭和41年３月 当社入社(前身㈱尾家商店） 

(注３) 15 

平成元年10月 当社新潟支店長 

平成５年11月 当社仙台支店長 

平成９年４月 当社大阪支店長 

平成12年７月 当社執行役員 東日本統括 

平成14年２月 当社執行役員 東日本統括兼長

野営業所長兼郡山営業所長 

平成14年６月 当社取締役就任（現任） 

 平成16年12月  当社東日本統括兼東京営業部管

掌兼郡山営業所長兼西東京営業

所長兼横浜営業所長兼高崎営業

所長  

平成17年３月 当社東日本統括兼郡山営業所長

兼西東京営業所長兼横浜営業所

長兼高崎営業所長 

平成19年４月 当社東日本統括（現任） 

取締役  西日本統括 小笠原 拓正 昭和25年10月５日生

昭和44年３月 当社入社 

(注３) 5 

昭和53年３月 当社千葉営業所長 

昭和62年６月 当社熊本営業所長  

平成４年４月 当社福岡支店長  

平成12年７月 当社執行役員 西日本統括 

平成13年７月 当社執行役員 西日本統括兼広

島支店長兼福岡支店長兼米子営

業所長兼松山営業所長兼熊本営

業所長 

 平成16年４月  当社執行役員 西日本統括 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

当社西日本統括（現任） 

取締役 
中日本東部 

統括  
西井 伸郎  昭和24年10月17日生

昭和48年３月 当社入社 

(注３) 8 

昭和56年４月 当社堺営業所長（現阪南支店） 

平成５年11月 当社名古屋支店長 

平成12年７月 当社執行役員 中日本東部統括 

平成14年８月 当社執行役員 中日本東部統括

兼静岡営業所長兼三重営業所長

兼福井営業所長 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

平成19年４月 当社中日本東部統括（現任） 

監査役 

常勤 
 － 矢切 芳彦 昭和19年11月４日生

昭和43年４月 ㈱第一銀行入社 

(注４) － 

平成９年１月 ㈱第一勧業銀行大阪事務所長 

平成13年６月 ㈱日宝業務センター常務取締役 

平成16年６月 当社入社、顧問 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

監査役  － 友添 郁夫 昭和13年８月１日生

昭和47年４月 弁護士登録し総合法律事務所開

設（現任） (注４) － 

平成７年６月 当社監査役就任（現任） 

監査役  － 池永 洋宣 昭和19年11月10日生
昭和56年３月 公認会計士事務所開設（現任） 

 (注４) － 
平成12年６月 当社監査役就任（現任） 

      計       775 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

① 当社は、企業倫理とコンプライアンスの重要性を認識し、企業の社会的責任を全うすることを経営上の最重要

課題の一つとして考えております。 

② このため、当社の中期経営計画にも『ステーク・ホルダーの幸福と社会の発展』に貢献する企業であることを

明記し行動しています。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① コーポレート・ガバナンス体制 

（会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他） 

ⅰ．会社の機関と内部統制システム・リスク管理体制の整備状況 

ａ．当社は、取締役会における意思決定の迅速化と業務執行責任の明確化を目的として執行役員制度を導入し

ています。 

ｂ．取締役会は、８名の取締役と３名の監査役で構成されています。当社では、社外取締役は選任しておりま

せんが、月１回の取締役会においては、監査役会のメンバー、即ち、１名の常勤監査役と２名の非常勤社

外監査役が出席し、健全性且つ透明性の高い経営が行われるように、取締役会の職務執行を監視できる体

制となっております。 

ｃ．当社の業務執行の意思決定機関である本部長会議にも、常勤監査役は出席し、同会議の職務執行も監視で

きる体制をとっております。本部長会議は、迅速な経営判断ができるように週１回開催し、重要事項はす

べて付議され、業務の進捗についても議論し、時宜を得た対策等も検討しています。 

ｄ．監査法人には、該当期を通じてタイムリーな監査と報告を受けており、改善すべき内容に対応していま

す。 

ｅ．当社は法律事務所と顧問契約を結んでおり、必要に応じて顧問弁護士よりアドバイスをお願いしておりま

す。 

ｆ．監査室を設置しており、随時必要な内部監査を実施しています。 

ｇ．コンプライアンスとリスク管理への意識については、社員にコンプライアンス行動指針を示し、その徹底

を図り、一方、ISO活動の推進により、法令遵守に対する意識の高揚を図っております。 

ｈ．昨今問題とされている偽装表示・無認可添加物・残留農薬・感染症などは「健康」「安全」に大きな被害

をもたらしていることから、当社としては、リスク管理の最重点的課題と位置付け、商品取扱時の検証

と、問題発生時には迅速な対応がとれる体制作りを指導しています。 

ｉ．情報開示はコーポレート・ガバナンスの基本と認識しており、IR活動を積極的に進めており、その手段と

して、昨今のインターネットの普及に鑑み、ホーム・ページの拡充にも尽力しております。 



j．当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制は次

の通りであります。 

ⅱ．内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

ａ．内部監査につきましては、社長直轄の監査室（人員１名）が当社の規程・業務マニュアルに則った業務処

理がなされているか等を対象に、内部統制面と事務管理面を重点的に監査しております。 

ｂ．監査役監査につきましては、上記ⅰに記載の監視の他、重要書類等の閲覧、本社及び主要な事業所の業務

遂行状況を調査し、取締役及び執行役員の職務執行を厳正に監査しております。 

ｃ．会計監査につきましては、当社は、新日本監査法人と監査契約を締結し、会社法監査及び証券取引法監査

を受けております。 

ｄ．監査室・監査役・会計監査人とは、相互に検討・意見交換する等密接な情報交換・連携を図っておりま

す。 



ｅ．当期において業務を執行した公認会計士の氏名については下記のとおりです。 

・監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名 会計士補 １名 その他 １名 

② 役員報酬及び監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとお

りであります。 

  

③ 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

  該当事項はありません。 

④ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組の最近一年間における実施状況 

ⅰ．中期経営計画の改訂と充実 

ａ．中期経営計画（５ヶ年計画ローリングベース）の改訂に当たっては、予想される経営上のリスクを想定

し、経営方針の下、営業戦略、予算・人事計画・投資計画を策定しております。想定されるリスク・内在

するリスクを統合的に把握できるよう改訂いたしました。 

ⅱ．コンプライアンス行動指針の徹底 

ａ．企業倫理とコンプライアンスについては、コンプライアンス行動指針に基づき、その重要性の認識と履行

を全社員に徹底してまいりました。 

ⅲ．業務マニュアルの徹底 

ａ．基本に忠実な業務遂行と法令遵守の履行が会社の安定成長の基礎を磐石なものにするとの考え方から、社

員教育を推し進めて参りました。 

ｂ．さらに、会社の対処すべき課題として設定いたしました、ISO活動を展開する中で、「P・D・C・A」の実

践の重要性を認識させることにより、緊張感のある組織運営に努めてまいりました。計画・実践の重要性

のみならず、環境の変化が著しい今日、是正すべきは是正する、との強い意志を示しました。 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名   

指定社員 

業務執行社員 

藤岡 孝史 

新日本監査法人 

注１ 

西田 隆行 注１ 

竹川  清 注１ 

注１ 継続監査年数は、７年以内であるため記載を省略しております。 

ⅰ. 役員報酬の内容    

取締役の年間報酬総額 90,800千円 

監査役の年間報酬総額 15,070千円 

（うち社外監査役） 4,020千円 

  

ⅱ. 監査報酬の内容    

公認会計士法（昭和23年法律第103号） 

第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

16,000千円 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第46期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

47期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第46期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び第47期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、新日本監査法人に

より監査を受けております。 

３ 連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状況及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に

重要性の乏しいものとして、連結財務諸表は作成いたしておりません。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第46期 

（平成18年３月31日） 
第47期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 4,831,425 3,852,710 

２ 受取手形 ※６ 34,196 35,031 

３ 売掛金 ※１ 6,203,511 7,177,076 

４ 有価証券 99,954 217,807 

５ 商品 1,237,558 1,376,662 

６ 繰延税金資産 179,639 188,973 

７ 未収入金 260,681 337,589 

８ その他 102,173 74,725 

９ 貸倒引当金 △23,820 △31,167 

流動資産合計 12,925,320 63.9 13,229,409 63.4

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１ 建物 1,981,474 1,847,833   

減価償却累計額 720,245 1,261,228 687,340 1,160,493 

２ 建物附属設備 1,954,554 1,886,751   

減価償却累計額 1,255,715 698,838 1,277,926 608,824 

３ 構築物 132,540 124,458   

減価償却累計額 83,228 49,312 82,434 42,024 

４ 機械装置 138,366 148,346   

減価償却累計額 84,464 53,902 95,749 52,597 

５ 車両運搬具 7,455 7,455   

減価償却累計額 5,663 1,791 6,346 1,108 

６ 器具備品 368,937 337,181   

減価償却累計額 292,474 76,463 275,966 61,214 

７ 土地 ※２ 2,223,331 2,226,250 

有形固定資産合計 4,364,869 21.5 4,152,513 19.9

 



   
第46期 

（平成18年３月31日） 
第47期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(2）無形固定資産    

１ 商標権  196 137 

２ ソフトウェア  31,681 32,479 

３ 電話加入権  26,614 26,614 

４ 施設利用権  1,203 1,057 

無形固定資産合計  59,695 0.3 60,288 0.3

(3）投資その他の資産    

１ 投資有価証券  1,392,743 1,401,444 

２ 関係会社株式  24,500 24,500 

３ 保証金  1,075,422 1,021,777 

４ 会員権  97,297 84,597 

５ 保険積立金  82,862 91,531 

６ 長期性定期預金  － 500,000 

７ 破産・更生債権等  44,100 174,866 

８ 繰延税金資産  262,462 284,179 

９ その他  15,562 12,477 

１０ 貸倒引当金  △103,680 △156,618 

投資その他の資産合計  2,891,271 14.3 3,438,756 16.4

固定資産合計  7,315,836 36.1 7,651,558 36.6

資産合計  20,241,156 100.0 20,880,968 100.0 

              
 



  
第46期 

（平成18年３月31日） 
第47期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形 ※６ 515 1,030 

２ 買掛金 
※1・
２ 

8,072,487 8,784,991 

３ 未払金 147,650 126,618 

４ 未払費用 615,872 712,516 

５ 未払法人税等 378,733 45,467 

６ 賞与引当金 287,776 242,802 

７ 役員賞与引当金 － 22,000 

８ その他 18,914 12,550 

流動負債合計 9,521,949 47.0 9,947,977 47.6

Ⅱ 固定負債   

１ 退職給付引当金 728,245 719,476 

２ 役員退任慰労引当金 174,284 190,782 

３  その他 159,045 167,045 

固定負債合計 1,061,574 5.3 1,077,303 5.2

負債合計 10,583,524 52.3 11,025,281 52.8

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 1,305,700 6.5 － －

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金 1,233,690 －   

資本剰余金合計 1,233,690 6.1 － －

Ⅲ 利益剰余金   

(1）利益準備金 154,131 －   

(2）任意積立金   

別途積立金 4,400,000 －   

(3）当期未処分利益 2,399,714 －   

利益剰余金合計 6,953,845 34.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※５ 166,173 0.8 － －

Ⅴ 自己株式 ※４ △1,776 △0.0 － －

資本合計 9,657,632 47.7 － －

負債・資本合計 20,241,156 100.0 － － 

    
 



   
第46期 

（平成18年３月31日） 
第47期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   1,305,700 6.2 

２ 資本剰余金               

(1）資本準備金   －     1,233,690     

資本剰余金合計     － －   1,233,690 5.9 

３ 利益剰余金               

(1）利益準備金   －     154,131     

(2）その他利益剰余金               

任意積立金   －     4,600,000     

繰越利益剰余金   －     2,403,748     

利益剰余金合計     － －   7,157,879 34.3 

４ 自己株式     － －   △1,862 △0.0 

株主資本合計     － －   9,695,406 46.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差
額金 

    － －   160,280 0.8 

 評価・換算差額等合計     － －   160,280 0.8 

純資産合計     － －   9,855,687 47.2 

負債純資産合計     － －   20,880,968 100.0 

               



②【損益計算書】 

    
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     54,601,453 100.0   57,477,519 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 商品期首たな卸高   1,219,490     1,237,558     

２ 当期商品仕入高   45,201,037     47,947,567     

合計   46,420,528     49,185,125     

３ 商品期末たな卸高   1,237,558 45,182,969 82.8 1,376,662 47,808,462 83.2 

売上総利益     9,418,483 17.2   9,669,056 16.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   8,182,444 15.0   8,827,003 15.4 

営業利益     1,236,038 2.2   842,053 1.4 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   4,428     4,547     

２ 有価証券利息   11,834     29,568     

３ 受取配当金   9,434     8,526     

４ 賃貸料   33,589     33,004     

５ 雑収入   35,868 95,155 0.2 25,118 100,766 0.2 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 複合金融商品評価損   －     92,191     

２ 雑損失   1,473 1,473 0.0 150 92,341 0.1 

経常利益     1,329,721 2.4   850,478 1.5 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益   －     5,634     

２ 投資有価証券売却益   13,935     865     

３ 貸倒引当金戻入益   8,231 22,166 0.0 2,893 9,393 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※２ 5,205     4,924     

２ 店舗閉鎖損 ※３ －     125,533     

３ 投資有価証券評価損   1,138     1,748     

４ その他特別損失   2,948 9,292 0.0 3,867 136,073 0.2 

税引前当期純利益     1,342,595 2.5   723,798 1.3 

法人税、住民税及び事
業税 

  658,775     364,127     

法人税等調整額   △75,972 582,803 1.1 △24,011 340,116 0.6 

当期純利益     759,792 1.4   383,682 0.7 

前期繰越利益     1,723,197     －   

中間配当額     83,275     －   

当期未処分利益     2,399,714     －   

               



③【株主資本等変動計算書】 

第47期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,305,700 1,233,690 1,233,690 154,131 4,400,000 2,399,714 6,953,845 △1,776 9,491,458 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当（千円）(注) － － － － － △83,274 △83,274 － △83,274 

剰余金の配当（千円） － － － － － △83,274 △83,274 － △83,274 

利益処分役員賞与（千円）
(注) 

－ － － － － △13,100 △13,100 － △13,100 

別途積立金の積立（千円）
(注) 

－ － － － 200,000 △200,000 － － － 

自己株式の取得（千円） － － － － － － － △86 △86 

当期純利益（千円） － － － － － 383,682 383,682 － 383,682 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 
（純額）（千円） 

－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 200,000 4,034 204,034 △86 203,947 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,305,700 1,233,690 1,233,690 154,131 4,600,000 2,403,748 7,157,879 △1,862 9,695,406 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

166,173 166,173 9,657,632 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（千円）(注) － － △83,274 

剰余金の配当（千円） － － △83,274 

利益処分役員賞与（千円）
(注） 

－ － △13,100 

別途積立金の積立（千円）
(注) 

－ － － 

自己株式の取得（千円） － － △86 

当期純利益（千円） － － 383,682 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 
（純額）（千円） 

△5,892 △5,892 △5,892 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△5,892 △5,892 198,055 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

160,280 160,280 9,855,687 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前当期純利益   1,342,595 723,798 

減価償却費   227,794 212,079 

貸倒引当金の増加額   1,455 71,985 

賞与引当金の増加額（△減少額）   17,776 △44,974 

退職給付引当金の増加額（△減少額）   41,391 △8,769 

役員退任慰労引当金の増加額   10,454 16,498 

役員賞与引当金の増加額   － 22,000 

受取利息及び受取配当金   △25,697 △42,643 

複合金融商品評価損   － 92,191 

有形固定資産売却益   － △5,634 

有形固定資産除却損   5,205 21,405 

店舗閉鎖損   － 87,819 

投資有価証券売却益   △13,935 △865 

投資有価証券評価損   1,138 1,748 

売上債権の増加額   △357,796 △974,399 

たな卸資産の増加額   △18,067 △139,104 

その他流動資産の増加額   △56,560 △49,231 

営業保証金の増加額   △14,608 △18,088 

破産更生債権等の減少額（△増加額）   4,590 △130,766 

仕入債務の増加額   377,479 713,019 

未払金の増加額   7,788 28,051 

未払消費税等の増加額(△減少額)   15,997 △25,126 

未払費用の増加額   74,752 96,644 

その他流動負債の減少額   △7,804 △8,642 

その他固定負債の増加額   2,200 8,000 

役員賞与の支払額   △10,000 △13,100 

小計   1,626,147 633,896 

利息及び配当金の受取額   24,752 42,014 

法人税等の支払額   △551,081 △695,115 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,099,819 △19,203 

 



    
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有価証券の取得による支出   △99,880 － 

有価証券の償還による収入   － 100,000 

有形固定資産の取得による支出   △99,100 △104,759 

有形固定資産の売却による収入   123 75,710 

無形固定資産の取得による支出   △17,835 △19,055 

投資有価証券の取得による支出   △402,931 △833,292 

投資有価証券の売却等による収入   325,354 501,391 

保証金の差入による支出   △90,332 △56,674 

保証金の返還等による収入   37,894 50,498 

会員権の売却等による収入   15,218 1,000 

保険積立金に係る保険料の支出   △9,240 △8,668 

長期性定期預金の預入による支出   － △500,000 

その他投資の減少額（△増加額）   △8,814 1,671 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △349,544 △792,178 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

自己株式の取得による支出   △295 △86 

配当金の支払額   △156,599 △167,246 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △156,894 △167,332 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   593,380 △978,715 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,238,045 4,831,425 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   4,831,425 3,852,710 

       



⑤【利益処分計算書】 

 （注） （ ）内の日付は株主総会承認日であります。 

   
第46期 

(平成18年６月22日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  2,399,714

Ⅱ 利益処分額  

１ 株主配当金  83,274

２ 取締役賞与金  11,500

３ 監査役賞与金  1,600

４ 任意積立金  

別途積立金  200,000 296,374

Ⅲ 次期繰越利益  2,103,339

   



重要な会計方針 

項目 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

…総平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）満期保有目的の債券 

…償却原価法（定額法） 

(2）満期保有目的の債券 

同左 

 

(3）その他有価証券 

①時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく 

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定） 

(3）その他有価証券 

①時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく 

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は総平均法により算定） 

なお、組込デリバティブを合理

的に区分して測定することがで

きない複合金融商品について

は、複合金融商品全体を時価評

価し、評価差額を当事業年度の

損益に計上している。 

  ②時価のないもの 

…総平均法による原価法 

②時価のないもの 

同左 

    

────────  

(4）デリバティブ  

 …時価法 

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

商品 

……月次総平均法による原価法 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 有形固定資産 

…定率法 

主な耐用年数 

建物     ６～50年 

建物附属設備 ６～23年 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

…定額法 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）によっております。 

無形固定資産 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上いたしてお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるため、支

給見込額を計上いたしております。 

(2）賞与引当金 

同左 

    

 ────────  

(3)役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に充てるため、支給

見込額を計上いたしております。 

 



項目 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき期末において発生し

ていると認められる額を計上いたして

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から処理することとい

たしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  (4）役員退任慰労引当金 

 役員の退任慰労金の支給に充てるた

め、会社内規に基づく期末要支給額を

計上いたしております。 

 これは、商法施行規則第43条に規定

する引当金であります。 

(4）役員退任慰労引当金 

 役員の退任慰労金の支給に充てるた

め、会社内規に基づく期末要支給額を

計上いたしております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が、借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、要求払い預金及び流動性が

高く、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期投資（取得日から３ヶ月以内に

満期日または償還日が到来するもの）を

資金としております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

項目 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

役員賞与に関する会計基準   

  

 ────────  

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第4号 

平成17年11月29日）を適用しており

ます。 

 これにより、従来の方法と比較し

て、営業利益、経常利益、税引前当

期純利益がそれぞれ22,000千円減少

しております。 

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

  

  

  

  

────────  

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号 平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産

の部に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は9,855,687千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度末における貸借対照

表の純資産の部については改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。       



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第46期 
(平成18年３月31日) 

第47期 
(平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 ※１ 関係会社に対する資産及び負債 

売掛金 93,396千円

買掛金 2,935 

売掛金 113,158千円

買掛金 2,195 

※２ 担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。 

※２ 担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。 

土地 114,180千円 土地        114,180千円

 上記に対応する債務は、次のとおりであります。  上記に対応する債務は、次のとおりであります。 

買掛金 153,569千円 買掛金        153,115千円

※３ 会社が発行する株式 ────────  

普通株式 22,800,000株  

発行済株式数  

普通株式 9,255,000株  

※４ 自己株式の保有数 ────────  

普通株式 2,307株  

※５ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が 

  166,173千円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

 ────────  

────────  

 ※６ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決裁処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

受取手形 4,482千円

支払手形 487 



（損益計算書関係） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は83.1％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は、16.9％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は83.5％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は、16.5％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 98,780千円

給料 2,380,397 

賞与 301,753 

賞与引当金繰入額 287,776 

    

退職給付費用 163,685 

役員退任慰労引当金繰入額 10,454 

法定福利費 394,328 

貸倒引当金繰入額 14,007 

賃借料 476,087 

地代家賃 689,881 

運賃 1,630,514 

減価償却費 227,794 

役員報酬 124,670千円

給料 2,500,378 

賞与 264,081 

賞与引当金繰入額 242,802 

役員賞与引当金繰入額 22,000 

退職給付費用 176,872 

役員退任慰労引当金繰入額 16,498 

法定福利費 404,564 

貸倒引当金繰入額 83,436 

賃借料 460,036 

地代家賃 703,528 

運賃 2,085,014 

減価償却費 212,079 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物附属設備 4,770千円

器具備品 175 

その他 258 

計 5,205 

建物附属設備 4,647千円

器具備品 276 

計      4,924 

   ※３ 店舗閉鎖損の内容は次のとおりであります。 

  固定資産除却損（建物附属

設備等） 
16,481千円

中途解約違約金 87,819 

解体撤去工事費用 21,233 

計 125,533 



（株主資本等変動計算書関係） 

第47期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 9,255,000 － － 9,255,000 

合計 9,255,000 － － 9,255,000 

自己株式        

普通株式（注） 2,307 87 － 2,394 

合計 2,307 87 － 2,394 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月22日 

定時株主総会 
普通株式 83,274 9 平成18年3月31日 平成18年6月23日 

平成18年11月2日 

取締役会 
普通株式 83,274 9 平成18年9月30日 平成18年12月5日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月9日 

取締役会 
普通株式 83,273 利益剰余金 9 平成19年3月31日 平成19年6月7日 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係（平成18年3月31日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係（平成19年3月31日現在） 

現金及び預金勘定 4,831,425千円

現金及び現金同等物 4,831,425 

現金及び預金勘定 3,852,710千円

現金及び現金同等物 3,852,710 



（リース取引関係） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物附属設備 16,000 12,571 3,428

車両運搬具 792,528 477,890 314,638

器具備品 259,804 132,563 127,240

ソフトウェア 65,965 49,519 16,445

合計 1,134,298 672,545 461,752

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物附属設備 16,000 14,857 1,142

車両運搬具 732,566 341,998 390,567

器具備品 216,354 134,978 81,375

ソフトウェア 45,186 38,807 6,379

合計 1,010,107 530,641 479,465

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 190,171千円

１年超 277,514 

計 467,685 

１年以内 175,014千円

１年超 309,705 

計 484,719 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 264,685千円

減価償却費相当額 255,625 

支払利息相当額 8,467 

支払リース料 222,607千円

減価償却費相当額 215,504 

支払利息相当額 6,823 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算出方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 84,057千円

１年超 203,821 

計 287,879 

１年以内 99,587千円

１年超 192,020 

計 291,607 



（有価証券関係） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

種類 

第46期 
（平成18年３月31日）  

第47期 
（平成19年３月31日）  

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額 

（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額 

（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

時価が貸借対照

表計上額を超え

るもの 

            

① 国債・地

方債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

時価が貸借対照

表計上額を超え

ないもの 

            

① 国債・地

方債等 
498,667 494,770 △3,897 499,280 497,440 △1,840 

② 社債 99,954 99,952 △1 － － － 

③ その他 － － － － － － 

小計 598,621 594,722 △3,898 499,280 497,440 △1,840 

合計 598,621 594,772 △3,898 499,280 497,440 △1,840 



２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 当年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

種類 

第46期 
（平成18年３月31日） 

第47期 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上 

額が取得原価を 

超えるもの 

            

① 株式 161,060 451,970 290,909 160,609 429,789 269,179 

② 債券 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

小計 161,060 451,970 290,909 160,609 429,789 269,179 

貸借対照表計上 

額が取得原価を 

超えないもの 

            

① 株式 1,561 1,363 △197 12,228 9,870 △2,358 

② 債券 － － － － － － 

③ その他 300,575 289,615 △10,959 602,126 509,934 △92,191 

小計 302,136 290,979 △11,157 614,354 519,805 △94,549 

合計 463,197 742,950 279,752 774,964 949,594 174,630 

区分 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）   

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）   

売却額（千円） 25,100 1,391 

売却益の合計額(千円) 13,935 865 

売却損の合計額（千円） － － 

区分 

第46期 
（平成18年３月31日） 

第47期 
（平成19年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 24,500 24,500 

合計 24,500 24,500 



(2）その他有価証券 

５ その他有価証券のうち、満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

区分 

第46期 
（平成18年３月31日） 

第47期 
（平成19年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 131,125 150,377 

非公募の内国債券 20,000 20,000 

合計 151,125 170,377 

区分 

第46期 
平成18年３月31日 

第47期 
平成19年３月31日 

１年内 
（千円） 

１年超 
５年内 
（千円） 

５年超 
10年内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年内 
（千円） 

１年超 
５年内 
（千円） 

５年超 
10年内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

債券                 

国債・地方債等 － 498,667 － － 199,807 299,473 － － 

社債 99,954 20,000 － － 18,000 2,000 － － 

その他 － 289,615 － － － 509,934 － － 

合計 99,954 808,282 － － 217,807 811,408 － － 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんの

で、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状

況）  

 当社が当事業年度において利用したデリバティブ取引

は、他社株転換条項付債券の取引のみであります。 

 なお、他社株転換条項付債券に係る取引については、

他社株転換条項に係るオプション契約が債券に係る契約

と区分されていないため、時価等に関する事項は「有価

証券関係」の注記に含めて開示しております。 



（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度(定年退職者のみを対象とし、その退職金の50％相当

額を支給)及び退職一時金制度をもうけております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度(定年退職者のみを対象とし、その退職金の50％相当

額を支給)及び退職一時金制度をもうけております。 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

(1）退職給付債務 △1,720,566千円

(2）年金資産 829,022 

(3）未積立退職給付債務 △891,544 

(4）未認識数理計算上の差異 249,437 

(5）貸借対照表計上額純額 △642,106 

(6）前払年金費用 86,139 

(7）退職給付引当金 △728,245 

(1）退職給付債務 △1,662,010千円

(2）年金資産 873,233 

(3）未積立退職給付債務 △788,777 

(4）未認識数理計算上の差異 130,172 

(5）貸借対照表計上額純額 △658,605 

(6）前払年金費用 60,871 

(7）退職給付引当金 △719,476 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

(1）勤務費用 109,426千円

(2）利息費用 31,480 

(3）期待運用収益 △17,585 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 40,364 

(5）合計 163,685 

(1）勤務費用 123,654千円

(2）利息費用 34,411 

(3）期待運用収益 △20,725 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 39,531 

(5）合計 176,872 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）割引率 2.0％ 

(2）期待運用収益率 2.5％ 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数 10年 

(5）過去勤務債務の処理年数 １年 

(1）割引率 2.0％ 

(2）期待運用収益率 2.5％ 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数 10年 

(5）過去勤務債務の処理年数 １年 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

第46期 
（平成18年３月31日） 

第47期 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

繰延税金資産  

退職給付関係 331,454千円

賞与引当金 116,837 

減損損失 98,426 

会員権評価損 47,781 

未払事業税 36,452 

減価償却超過額 36,225 

その他 34,712 

繰延税金資産小計 701,890 

評価性引当額 △146,208 

繰延税金資産合計 555,681 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △113,579 

繰延税金負債合計 △113,579 

繰延税金資産の純額 442,102 

繰延税金資産  

退職給付関係 344,851千円

賞与引当金 98,577 

減損損失 97,135 

会員権評価損 34,659 

未払事業税 6,231 

減価償却超過額 40,138 

貸倒引当金 35,696 

その他 63,361 

繰延税金資産小計 720,651 

評価性引当額 △140,957 

繰延税金資産合計 579,693 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △106,540 

繰延税金負債合計 △106,540 

繰延税金資産の純額 473,153 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

法人住民税均等割額 2.9％

交際費等 1.2 

評価性引当額の増減額 △0.7 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等負担率 43.8 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

法人住民税均等割額 5.3％

交際費等 2.2 

評価性引当額の増減額 △0.6 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等負担率 47.0 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社は、非連結子会社を有するのみであり記載する事項

はありません。 

同左 



【関連当事者との取引】 

第46期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

３ 子会社等 

 当社は、非連結子会社として株式会社マルモ・オイエを有しております。しかし、損益計算書項目に係る株式

会社マルモ・オイエとの取引、貸借対照表項目に係る株式会社マルモ・オイエとの取引は、ともに当社の各々の

取引高に比較して重要性に乏しいと判断し、開示いたしておりません。 

４ 兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

第47期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

３ 子会社等 

 当社は、非連結子会社として株式会社マルモ・オイエを有しております。しかし、損益計算書項目に係る株式

会社マルモ・オイエとの取引、貸借対照表項目に係る株式会社マルモ・オイエとの取引は、ともに当社の各々の

取引高に比較して重要性に乏しいと判断し、開示いたしておりません。 

４ 兄弟会社等 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

(重要な後発事象) 

項目 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,042円35銭 1,065円18銭 

１株当たり当期純利益 80円70銭 41円47銭 

   潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がないた

め、記載いたしておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がないた

め、記載いたしておりません。 

１株当たり当期純利益の算定上の 

基礎 

・損益計算書上の当期純利益 

759,792千円 

・普通株式に係る当期純利益 

746,692千円 

・普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

利益処分による役員賞与金 

13,100千円 

・普通株式の期中平均株式数 

9,252,825株 

・損益計算書上の当期純利益 

383,682千円 

・普通株式に係る当期純利益 

383,682千円 

・普通株式の期中平均株式数 

9,252,664株 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

（投資有価証券）     

その他有価証券     

㈱みずほフィナンシャルグループ

第11回11種優先株式 
100 100,000 

㈱ニイタカ 57,750 61,503 

カゴメ㈱ 31,237 58,569 

サッポロホールディングス㈱ 58,968 48,884 

不二製油㈱ 48,977 48,438 

東海旅客鉄道㈱  31 41,540 

㈱三光マーケティングフーズ 200 34,000 

㈱ソーシャルクリエーション 15 30,000 

㈱帝国ホテル 3,000 16,680 

西日本旅客鉄道㈱  30 16,320 

㈱グルメ杵屋  15,840 15,190 

ワタミ㈱ 8,625 14,438 

㈱ダイナック 10,000 14,070 

その他（26銘柄）  108,111 90,401 

計 342,884 590,036 

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 

（有価証券）     

満期保有目的の債券     

 第26回５年利付国庫債券 200,000 199,807 

その他有価証券     

㈱太鼓亭 第２回社債 16,000 16,000 

㈱フクナガティアンドフーズ 

第２回社債 
2,000 2,000 

（投資有価証券）     

満期保有目的の債券     

第27回５年利付国庫債券 300,000 299,473 

その他有価証券     

㈱フクナガティアンドフーズ 

第８回社債 
2,000 2,000 

計 520,000 519,280 



【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

３ 長期前払費用は、貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に含めて表示いたしております。 

種類及び銘柄 投資口数等(千口) 貸借対照表計上額(千円) 

（投資有価証券）     

その他有価証券     

ビーエヌピーパリバユーロ円債 200,886 170,774 

ケービーシーファイナンシャルユ

ーロ円債 
200,123 174,206 

ドイツ銀行ロンドン支店ユーロ円

債 
201,117 164,953 

計 602,126 509,934 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 1,981,474 20,275 153,916 1,847,833 687,340 62,843 1,160,493 

建物附属設備 1,954,554 32,856 100,659 1,886,751 1,277,926 102,989 608,824 

構築物 132,540 1,400 9,481 124,458 82,434 6,822 42,024 

機械装置 138,366 9,980 － 148,346 95,749 11,285 52,597 

車両運搬具 7,455 － － 7,455 6,346 683 1,108 

器具備品 368,937 6,292 38,047 337,181 275,966 16,581 61,214 

土地 2,223,331 9,525 6,606 2,226,250 － － 2,226,250 

有形固定資産計 6,806,661 80,329 308,712 6,578,278 2,425,764 201,204 4,152,513 

無形固定資産               

商標権 590 － － 590 452 59 137 

ソフトウェア 46,798 10,055 7,582 49,272 16,792 9,257 32,479 

電話加入権 26,614 － － 26,614 － － 26,614 

施設利用権 2,338 － 80 2,257 1,200 105 1,057 

無形固定資産計 76,341 10,055 7,662 78,734 18,445 9,421 60,288 

長期前払費用 10,279 － 1,352 8,927 8,148 1,453 778 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物附属設備 北九州営業所  27,840千円 

建物 旧中野営業所  153,916千円 

建物附属設備 旧中野営業所 36,171千円 

 
サンプラザ３店舗 

（業務用食品現金卸店舗） 
37,367千円 

  北九州営業所 27,121千円 



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 127,500 141,551 20,257 61,008 187,786 

賞与引当金 287,776 242,802 287,776 － 242,802 

役員賞与引当金 － 22,000 － － 22,000 

役員退任慰労引当金 174,284 16,498 － － 190,782 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

 （注）平成19年４月期日分には、期末日満期手形が4,482千円含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 55,130 

預金の種類   

当座預金 630,237 

普通預金 3,167,342 

計 3,797,580 

合計 3,852,710 

相手先 金額（千円） 

㈲氷室産業 8,153 

ナガサワ食品㈱ 6,244 

白ハト食品工業㈱ 5,022 

㈱ウエダ 4,999 

フジ食品㈱ 2,268 

その他 8,343 

合計 35,031 

期日別 金額（千円） 

平成19年４月 22,864 

平成19年５月 12,167 

合計 35,031 



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)売掛金滞留状況 

 （注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。 

ニ 商品 

ホ 保証金 

相手先 金額（千円） 

㈱ダイナック 502,795 

㈱グルメ杵屋 253,565 

㈱はなまる 229,815 

山和食品㈱ 229,445 

㈱モリフードサービス 159,402 

その他 5,802,050 

合計 7,177,076 

期首残高 

（千円） 

(Ａ) 

当期発生高 

（千円） 

(Ｂ) 

当期回収高 

（千円） 

(Ｃ) 

当期末残高 

（千円） 

(Ｄ) 

回収率（％） 

Ｃ 

Ａ＋Ｂ 

滞留期間（日） 

Ａ＋Ｄ 

２ 

Ｂ 

365 

6,203,511 60,351,395 59,377,831 7,177,076 89.21 40.46 

品目 金額（千円） 

常温食品 587,284 

冷蔵食品 90,446 

冷凍食品 645,517 

酒類 16,382 

非食品 37,032 

合計 1,376,662 

区分 金額（千円） 

事業所・社宅権利金 836,259 

取引保証金 185,118 

その他 400 

合計 1,021,777 



負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

 （注）平成19年４月期日分には、期末日満期手形が487千円含まれております。 

ロ 買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

福岡酒類販売㈱ 1,030 

合計 1,030 

期日別 金額（千円） 

平成19年４月 1,030 

合計 1,030 

相手先 金額（千円） 

㈱加ト吉 426,658 

伊藤忠商事㈱ 264,272 

味の素冷凍食品㈱ 248,074 

キューピー㈱ 166,964 

味の素㈱ 153,115 

その他 7,525,904 

合計 8,784,991 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき300円に印紙税相当額を加えた額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告記載ＵＲＬ 

     http://www.oie.co.jp 

株主に対する特典 平成19年３月末日の100株以上所有株主に対し、株主優待品を贈呈する。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第46期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年６月23日 

近畿財務局長に提出。 

(2） 半期報告書 （第47期中） 
自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 
  

平成18年12月22日 

近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月22日

尾家産業株式会社      

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 竹川  清  ㊞ 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 廣田 壽俊  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている尾家産

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行なわれ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、尾家産業

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月21日

尾家産業株式会社      

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 藤岡 孝史  ㊞ 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 西田 隆行  ㊞ 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 竹川  清  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている尾家産

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行なわれ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、尾家産業

株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。 
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